様式第４号（第７条関係）

令和６年度年度鳥取県「県民立美術館」実現に向けた地域ネットワーク形成支援事業報告書
（団体名：　　　　　　　　　　　）

	区　　分
	内　　　　　　　　容

	１．事業の名称
	

	２．事業の目的
	（事業実施した目的を記入してください。申請時の事業目的と変更がなければ申請時の内容でも構いません。）



	３．実施体制
	（事業実施に関して誰が事業を実施したか、どのような関係者と連携を行ったかを記入してください。）



	５．事業結果
	（補助金を受けて実施した事業の内容（①実施日、②参加人数、③開催場所、④事業概要などを記入）を明確に記入してください。申請時から、時期や会場が変更となっていても、事業が適切に行われていれば支障はありません。事業実施に関する既存資料がある場合は、この欄には重要な部分のみをご記入いただき、「別添資料参照」と記入して、関係書類を添付いただいても構いません。）


	６．事業成果
	（事業実施により得られた成果や課題、今後の展開などについて記入してください。「地域の○○という課題のために、○○事業を行った。そうすると○○のような効果が出て、地域が○○となった」のように「何を」「なぜ」「どのように」等を組み合わせて記入してください。）



	７．他の補助金等の活用
	（本事業において活用した他の補助金、助成金等があれば補助金等の名称、金額、対象となった事業内容を記入してください。）


	８．消費税の取扱い
	□ 一般課税事業者　　　 　□ 簡易課税事業者　　　□ 免税事業者
□特定収入割合が５％を超えている公益法人等　□地方公共団体
□仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者
※補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交付決定控除税額）を超えるときは、様式第６号により速やかに知事に報告し、知事の返還命令を受けて、その超える額に対応する額を県に返還しなければなりません。


※上記の内容が記載されていれば、様式は別様で構いません。

（添付資料）

・事業実施状況の分かるもの（事業で作成した資料、チラシ、パンフレット、写真等）
・事業の収入・支出実績が確認できる領収書（費目毎に整理してください。）
	担当者連絡先
	（申請書の内容についての問い合わせや相談に対応いただける方のお名前と、平日・日中に連絡がとれる連絡先を記入してください。必ずしも代表の方とする必要はありません。）

	住　　所
	〒



	団 体 名
	

	担当者名


	

	連 絡 先
	電話：　　　　　　　　　　ﾌｧｸｼﾐﾘ：

E-mail：




